
Ⅰ．設⽴団体の基礎データ Ⅱ．公⽴化の経緯、公⽴化に際しての設⽴団体における財政負担等

Ⅲ．公⽴化後の設⽴団体の財政上の影響
（単位：億円、％）

※１ 「歳出全体の決算額」は普通会計ベースの歳出決算額の総額

※２ 「歳出全体の決算額」は、北部広域市町村圏事務組合を構成する12市町村の合計額。また、「経常収⽀⽐率」及び「健全化判断⽐率」は、同12市町村の加重平均。

Ⅳ．今後の設⽴団体への財政上の影響の⾒通し及び設⽴団体の対応⽅針

81.9

-

-

6.4

11.4

公⽴化11年⽬
R3

19.2

0

0

0.09

19.3

1,258.6

1.531

-

6.4

17.6

17.0

0

0

6.92

23.9

1,173.8

2.038

88.5

-

公⽴化９年⽬
R1

⼈⼝

R2年国調 128,259 ⼈ 区分 住⺠基本台帳⼈⼝

平成21年3⽉から8⽉にかけて、⼤学事務局による北部12市町村議会等への説明会開催（議会×3回、12市町村⻑、名護市部⻑会、県議等）。公⽴化の趣
旨、学納⾦の⽐較、地独法⼈の制度等の説明に加え、公⽴⼤学法⼈化に伴う12市町村の新たな財源負担はないこと、事務組合の共同処理事務に地独法⼈の
設置管理を加えるために12市町村議会の議決が必要であることが説明された。
平成21年4⽉14⽇の第⼀回事務組合理事会終了後に⼤学側より初めて公⽴化（設置主体を事務組合とすることについて決議の依頼、平成22年4⽉の公⽴化
に向けた連携協⼒の依頼）について理事へ説明があった。

⾯積 825.4 ㎢

⼈⼝密度 159.8 ⼈ 産業構造

増減率 0.2 %
公⽴化に際しての
住⺠・議会等への

説明

区分

⼤学名 設置団体 公⽴化時期
名桜⼤学 北部広域市町村圏事務組合 平成22年４⽉

公⽴化の経緯

平成10年以降志願者が激減し、平成12年以降⼀部学科において⼊学定員を充⾜できない状況が続いた。
平成17年に新学部学科の設置、平成19年に学科の増設、国際学部の改組を⾏うも改善にはつながらず、志願者減に対する名桜⼤学緊急対策会議を学内に設
置した。
平成21年1⽉、学内に公⽴⼤学法⼈化準備室及び公⽴⼤学法⼈化検討委員会を設置した。
平成22年3⽉19⽇ 公⽴⼤学法⼈名桜⼤学設置認可
同年4⽉1⽇ 公⽴⼤学法⼈名桜⼤学 スタート

H27年国調 128,925 ⼈ R5.1.1 131,895 ⼈

増減率 -0.5 % R4.1.1 131,655 ⼈

R2年国調 H27年国調 公⽴化に際しての
住⺠・議会等からの

意⾒

平成21年9⽉4⽇、第3回事務組合理事会にて、名桜⼤学の公⽴化について（組合規約の変更）審議時に「名護市が設⽴団体ではだめなのか」、「市町村に追加で財源
負担があるのでは」、「不測の事態が起きたときの責任の所在」などの意⾒・疑問があり、再度制度について検討することとし保留となった。
10⽉14⽇の第4回事務組合理事会においても、理解が⾜りないことを理由に、継続審議となった。
10⽉30⽇の第5回事務組合理事会において、⼤学に不測の事態が起きたときは名護市が責任を持つと確認をとることで組合規約の変更案を原案通り可決した。

標準財政規模 484 億
円 第１次

6,929 ⼈ 7,246 ⼈

財政⼒指数 0.37 11.0 % 13.3 %

9,064 ⼈ 8,064 ⼈ 公⽴化に際しての
新たな財政負担
（現物出資を除

74.5 % 71.8 %

⼈ 39,073 ⼈ 公⽴化に際しての
設⽴団体による
施設の修繕等
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（⼤学が⼈件費を負担するものを含む。）
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具体的な内容

※１ 「設⽴団体の基礎データ」のうち、標準
財政規模は北部広域市町村圏事務組合を構成す
る12市町村（名護市、国頭村、⼤宜味村、東
村、今帰仁村、本部町、恩納村、宜野座村、⾦
武町、伊江村、伊平屋村、伊是名村）の合計、
財政⼒指数は12市町村の加重平均、その他の数
値は12市町村の数値を⽤いている。

※２ 地⽅公共団体の標準的な状態で通常収⼊
されるであろう経常的⼀般財源の規模を⽰すも
ので、標準税収⼊額等に普通交付税を加算した
額（令和４年度決算）

※３ 各年度における普通交付税の算定に⽤い
た基準財政収⼊額を基準財政需要額で除して得
た数値（令和２年度から令和４年度までの３年
度の平均）
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運営費交付⾦決算額 0 14.6 14.8 17.5 16.9 21.3

0 0 0
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運営費交付⾦等計 0 14.6 14.8 17.5

施設整備費等 0 0 0 0

16.9 21.3 21.1 20.7 18.8 21.6

0 0 0.03 0.06 4.000

運営費交付⾦決算額等の歳出全体
の決算額に占める割合 0 1.639 1.630 1.881

歳出全体の決算額 907.6 891.6 908.0 929.2
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今後の設⽴団体への
財政上の影響⾒通し
及び設⽴団体の対応

⽅針

・原則、当事務組合からは運営費交付⾦のみを交付する。
・⼤学施設の整備及び更新並びに⼟地取得費について、⼤学施設整備基⾦を財源として⼤学に財政⽀援を⾏っている。基⾦の財源は、地独法第４
０条の規定に基づき⼤学から組合へ納付された額、交付税のうち⼤学の建物及び構築物等に係る減価償却費相当額、基⾦から⽣じる運⽤益となっ
ている。
・⼤学運営の不測の事態に対応するため、⼤学運営基⾦条例を制定している。
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